別添13－１（Ⅳの第２の１（４）のア関係）


果汁特別調整保管等対策事業（果実製品の調整保管又は果実の産地廃棄）補助金交付申請書

番　　　号　
年　月　日　

　都道府県法人
  理事長　　　　　　　殿
                                                                    
住　　　　所　　　　　　　　　
事業実施者名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　

　貴協会の業務方法書第　　条に基づき、下記により果汁特別調整保管等対策事業（果実製品の調整保管又は果実の産地廃棄）補助金の交付を申請します。

記

１　補助金交付額

今回交付額
前回交付額
残　　　額
計

２　今回交付額内訳

　（果実製品の調整保管の場合）
	果実製品の種類
	事　業　費
	補助金交付額
	備　　　考

	
	円
	円
	

	計
	
	
	

	
	
	
	



　（果実の産地廃棄の場合）
	選果場名
	事　業　費
	補助金交付額
	備　　　考

	
	円
	円
	

	計
	
	
	






（別紙（別添13－１（Ⅳの第２の１（４）のア関係）））

果汁特別調整保管等対策事業実施計画
１　事業の内容
（果実製品の調整保管の場合）
	果実製品の種類
	調整
保管場所
	
数　量
	果汁１トン当たり調整保管単価
②
	補助
対象
事業費①×②

	調整保管
期間
	製造
時期
	備考

	
	
	保管
計画
数量
	通常
保管
数量

	特別調整
保管
計画数量①

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
始期

	
終期

	
	

	

	

	
トン
	
トン
	
トン

	
円

	
千円

	
年月日

	
年月日

	
年月日～年月日

	

 繰越在庫量
 　　年　月　日現在
 　（　トン）

 年産搾汁（缶詰製造）
 実績見込み
 　（　トン）

 在庫量
 　　年　月　日現在
 　（　トン）

 果汁調整保管単価＝果汁等製造経費○○円×○○（利率）＋倉庫料○○円



	合計
	

	
	


	


	

	

	

	

	

	


  注）１　果実製品の種類欄には、果汁又は缶詰の区分を記入すること。なお、果汁については濃縮果汁とストレート果汁の名称を記入すること。
２　調整保管の始期及び終期が数回に分かれる場合は、最初の回と最終の回の始期と終期をそれぞれ記入すること。
３　年月日現在繰越在庫量は前年度までの搾汁（缶詰）在庫量とし、当該○年産に係る搾汁分（缶詰製造分）は含まない数量とすること。

（果実の産地廃棄の場合）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	選果場名

	品質・規格

	選果方法

	廃棄数量
(A)
	廃棄処理料金
(B)
	産廃処理経費
(C=A×B)
	運搬費
(D)
	事業費
(C+D)
	備考


	



	



	


	
(kg)


	
(円/kg)


	
(円)


	
(円)

	
(円)

	


	
合計

	
	
	
	
	
	
	
	




　注）備考の欄には、産業廃棄物等処理施設の名称、住所を記入すること。
２　経費の配分
	
事業の内容

	事業に要する(又は要した)経費
	負    担    区　  分
	
備　考


	
	
	県基金
補助金

	自己負担

	そ の 他

	

	
果実製品の調整保管の場合
	円

	円

	円

	円

	


	果実の産地廃棄の場合
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


  注）負担区分その他の欄については、内訳を摘要欄に記載すること。

３　事業完了（予定）年月日

４　収支予算

　(1) 収入の部
	事業の内容
	
区　分

	本年度予算額
又　　　は
本年度精算額
	前年度予算額
又　　　は
本年度予算額
	
比較増減
	
備考

	
	
	
	
	増
	減
	

	
果実製品の調整保管の場合

	
 県基金補助金
 自己負担金
 その他
	円


	円


	円


	円


	


	
果実の産地廃棄の場合
	
 県基金補助金
 自己負担金
 その他
	
	
	

	

	


	
	計

	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	


　　注）備考の欄にその他の内容を記入すること。

　(2) 支出の部
	事業種目
	本年度予算額
又　　　は
本年度精算額
	前年度予算額
又　　　は
本年度予算額
	比較増減
	備　考

	
	
	
	増
	減
	

	

果実製品の調整保管の場合
	
円

	
円

	
円

	
円

	


	
果実の産地廃棄の場合
	

	
	

	

	


	合　計
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	



５　都道府県・都道府県法人との連携
　注）本事業の推進体制を記載すること。

６　その他本事業の効率的な実施に必要な措置


別添13－２（Ⅳの第２の１（５）のア関係）

                                                                    
果汁特別調整保管等対策事業（果実製品の調整保管又は果実の産地廃棄）実績報告書
                                                                    
番　　　号　
年　月　日　


　都道府県法人
　理事長　　　　　　　殿


                                                                    
住　　　　所　　　　　　　　　
事業実施者名　　　　　　　　　
代表者氏名　　　　　　　　　


　貴協会の業務方法書第　　条に基づき、別紙のとおり果汁特別調整保管等対策事業（果実製品の調整保管又は果実の産地廃棄）の実績を報告します。



（別紙）

果汁特別調整対策事業（果実製品の調整保管又は果実の産地廃棄）実績報告書

　別添13－１（別紙）に準じる。



